





















The validity of contracts under the explititation of situational or relational 
vulnerability--Seeking for the contract principle which can bring social 
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研究成果の概要（英文）：This research focuses on the modernization of the old English case law of "
undue influence", which can set aside contracts which seem to have been made under the exploitation 
of situational and relational vulnerability. Because the burden of proof is on the defendant,under 
this principle, for establishing that the contract which seems "strange" for the claimer has been 
fairly made, it can be expected that this principle would give traders lots of incentives for 
treating their vulnerable customers fairly and carefully.  Through this research a new idea of 













様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１． 研究開始当初の背景 
 
本研究課題申請に先立つ 2014 年 12 月、Academy of European Law（ERA)主催による「国連障害者

















た。折しも、本研究開始 2 か月後の 2016 年 5 月には、本研究課題に直接的に関連する「不公正


























ンの法実務家、③European Law Institute（ELI）といった研究組織、さらに、④Society of European 
Contract Law（SECOLA）や Society of Legal Scholars (SLS) といった学会との連携を行ってきた。 





（1）2016 年 4月初旬から中旬～国際共同研究開始のための下準備 
概要：本課題研究の開始にあたり、脆弱な消費者をめぐる法体制について、2016 年 4 月 1 日
時点での EU 加盟諸国間における平均的な到達点を確認すると共に、同時期のわが国の消費者契
約法及び特定商取引法の改正動向の到達点を確認した。 
（２）2016 年 4 月下旬から 7月中旬～独ベルリン・フンボルト大学法学部を主要拠点とした、






正な取引手法に関する 2005 年 EU 指令」に関するシンポジウムに参加し、様々な意見交換を行う




（３）2016 年 7 月下旬から 8 月下旬～集中的な論文執筆、及び、国内外における学会報告準
備期 
概要：独ベルリン・フンボルト大学法学部を主要拠点としながら、ウィーンに所在する ELI を
通して研究者間交流に努めるとともに、2016 年 9月 15 日に開催予定の成年後見世界会議におけ














（５） 2016 年 9 月下旬から 12 月末～国内研究、及び、在外研究成果発表 
概要：在外研究を終了し帰国した。学会、研究会参加など国内研究を継続し、論文執筆、研究
会報告など、在外研究の成果発表に努めた。また、消費者庁から依頼を受け専門知識を提供した。 














月に開催予定の ELI 年次学会における「脆弱な成年者 (vulnerable adults)」セッション運営に
ついての打ち合わせ、などを実施した。 






























年 3 月に英国オックスフォード大学を再訪し、消費者 ADR に関する国際シンポジウムに参加し、
多くの EU加盟国出身の研究者から知識を得たとともに、意見交流を行った。 









 （１）2016 年度（初年度） 







きな反応を得た（2016 年 9 月 15 日）。なお、同報告に先立つ 9 月 14 日、ドイツ放送局 WDR5 製





































and Market Authoreity: CMA)」が行政的執行権限を有する機関としてどのように取り組んでき
たかについて、最新情報を追い、論文の形で公表した。 
第三に、2019 年 3 月に実施した現地調査及びオックスフォード大学法社会学研究所主催のシ











































ンド 2名、スペイン 2名、ハンガリー１名、イタリア１名、リトアニア 1名、オランダ 1名、オ



















 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
刑事・行政・民事・自主規制の組み合わせによる消費者被害の抑止と救済
現代消費者法 11-20






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
有
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
脆弱な消費者を包摂する法・社会制度と執行体制
国民生活研究 12-45






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
制限行為能力制度不要の包摂型社会をめざして
民事法務 2-6
 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無







 掲載論文のDOI（デジタルオブジェクト識別子）  査読の有無
なし












 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
脆弱な消費者と包摂の法理（上）ーEU法、イギリス法からの示唆
現代消費者法 47-60






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
判断能力の不十分な消費者の支援ーーイギリス法からの示唆
生活協同組合研究 20-28






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
脆弱な消費者と包摂の法理（下）ーーEU法、イギリス法からの示唆
現代消費者法 56-63






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
認知症高齢者の締結した根抵当権設定契約と意思無能力による無効
私法判例リマークス 14-17










 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
ヨーロッパの広告規制・イギリス（２）私法的救済
JARO 18-19






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
ヨーロッパの広告規制イギリス（３）自主規制
JARO 18-19






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
ヨーロッパの広告規制・イギリス（４）ASAによる裁定例
JARO 18-19






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
イギリスにおける消費者被害・抑止法制ー刑事法と民事法の連関
比較法研究 51-68


















 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著










 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
イギリスにおける広告規制ー自主規制から、公的機関による監視・抑制・救済まで
現代消費者法 63-70






 ３．雑誌名  ６．最初と最後の頁
無
 オープンアクセス  国際共著
 ２．論文標題  ５．発行年
ヨーロッパの広告規制・イギリス（１）刑事規制
JARO 18-19





















 １．著者名  ４．発行年














Taking Vulnerable People more seriously as potentially Active Consumers
 ４．発表年
比較法学会
2019年
〔産業財産権〕
〔その他〕
６．研究組織
東京都消費者被害救済委員会委員就任 
日本経済団体連合会21世紀政策研究所研究委員就任 
ISO／PC311（脆弱な消費者）国内委員会委員就任 
公益財団法人日本都市センター「住居の荒廃をめぐる法務と福祉からの対応策に関する研究会」委員就任 
厚生労働省老人保健増進事業「日常生活や社会生活等において認知症の人の意思が適切に反映された生活が送れるようにするための意思決定支援のあり方に関す
る研究事業」WG委員就任 
日本弁護士連合会人権擁護大会シンポジウム第二分科会実行委員会勉強会講師 
大阪弁護士会研修講師 
近畿弁護士連合会シンポジウム基調講演 
第252回内閣府消費者委員会本会議招聘 
ドイツラジオ番組WDR５出演 
 
所属研究機関・部局・職
（機関番号）
氏名
（ローマ字氏名）
（研究者番号）
備考
 ２．出版社
公益財団法人　日本都市センター 360
 ４．発行年
菅富美枝
 ３．書名
「脆弱な人々を包摂する社会の構築に向けてー住居荒廃の問題と自律支援」『自治体による「ごみ屋敷」
対策ー福祉と法務からのアプローチ』
 ５．総ページ数
 １．著者名
